
区　分 決算額

市

税

489 億　918 万円
個人市民税 161 億 8,137 万円
法人市民税 26 億 3,251 万円
固定資産税 234 億 1,120 万円
軽自動車税 9 億 4,518 万円
市たばこ税 19 億 5,968 万円
都市計画税 37 億 7,924 万円

市税の内訳

▲詳しくは
こちら
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自主

財
源
 5
9.
9％

自主

財
源
 5
9.
9％

依存
財
源
 40
.1%

1,178億
9,651万円
1,178億
9,651万円

41.5%41.5%

3.2%3.2%

25.5%25.5%

6.1%6.1%

3.8%3.8%
4.7%4.7%

地方消費税交付金
71億4,670万円

譲与税・交付金・交付税
国から地方に譲与される税金など

44億9,188万円

市債
市の借入金
55億2,570万円

国・県支出金
国・県からの補助金など
301億5,712万円

分担金及び負担金、
使用料及び手数料
市営住宅使用料・
保育園等保育料など
    21億4,360万円　

市税
489億  918万円

2.6%2.6%
1.8%1.8%

繰越金
前年度からの繰越金
37億1,442万円

2.2%2.2%

財産収入・繰入金
　 26億  710万円

諸収入
学校給食費負担金など
30億7,214万円

寄附金
ふるさと納税寄附金など
101億2,867万円

8.6%8.6%

一
般
会
計
決
算

歳
入
の
約
４
割
は
市
税

歳
入
の
約
40
％
は
、
市
民
・
企

業
の
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
い

た
市
税
で
す
。
令
和
７
年
度
の
市

税
の
決
算
額
は
約
４
８
９
億
円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
約
19
億

円
の
増
収
と
な
り
ま
し
た
。

主
な
理
由
は
、
定
額
減
税
に
よ

る
減
収
分
の
回
復
及
び
給
与
所
得

の
増
加
に
よ
り
、
個
人
市
民
税
が

増
加
し
た
こ
と
や
、
家
屋
の
新
増

築
に
よ
り
固
定
資
産
税
が
増
加
し

た
こ
と
で
す
。

特別会計区分 歳　入 歳　出
国民健康保険事業 227 億　198 万円 226 億 2,986 万円
後期高齢者医療事業 70 億 4,354 万円 70億 2,836 万円
介護保険事業 219 億 6,805 万円 215 億 9,433 万円
新富士駅南地区土地区画整理事業 23 億 4,126 万円 23億 1,368 万円
第二東名 IC周辺地区土地区画整理事業 9 億 7,479 万円 9億 7,479 万円
森林財産特別会計 9,556 万円 7,724 万円

歳入　552 億1,093 万円 歳出　546 億 8,924 万円 特
別
会
計
決
算

特
別
会
計
と
は

　
特
定
の
事
業
を
行
う
た
め
、
一

般
会
計
と
区
分
け
し
て
設
け
た
会

計
で
す
。
事
業
収
益
や
一
般
会
計

か
ら
の
繰
入
金
な
ど
が
主
な
財
源

で
、行
政
と
一
体
と
な
り
、経
営・

運
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

富士市には 12の特別会計（令和 7 年度）がありますが、表中では駐車場事業特別会計、
財産区特別会計（ 5会計）を省略しています。

問合せ／財政課　☎0545-55-2725　問合せ／財政課　☎0545-55-2725　0545-51-14790545-51-1479

歳
入
年
度
内
に
入
っ
た
お
金

令和７年度令和７年度 決算決算報告報告
皆さんの納めた税金が、この 1年間でどのように使われ皆さんの納めた税金が、この 1年間でどのように使われ
たのかを確かめてみましょう。たのかを確かめてみましょう。



■
経
常
収
支
比
率

市
税
な
ど
毎
年
度
収
入
さ
れ

る
財
源
の
う
ち
、
義
務
的
な

経
費
な
ど
、
毎
年
度
支
出
さ

れ
る
経
費
に
充
て
た
割
合

経
常
経
費
、
経
常
一
般
財

源
と
も
に
増
加
し
た
も
の
の
、

経
常
収
支
比
率
は
横
ば
い
と

な
り
ま
し
た
。

■
将
来
負
担
比
率

自
治
体
が
将
来
支
払
う
可
能

性
が
あ
る
負
債
の
財
政
規
模

に
対
す
る
比
率

新
病
院
建
設
基
金
な
ど
、

充
当
可
能
基
金
の
増
加
に
よ

り
改
善
し
ま
し
た
。
ま
た
、

早
期
健
全
化
基
準
で
あ
る

３
５
０・０
％
を
大
き
く
下
回

り
、
健
全
な
財
政
状
況
と
な

っ
て
い
ま
す
。

■
一
般
会
計
の
市
債
残
高

自
治
体
の
借
金
の
残
高

総
合
体
育
館
の
建
設
事
業

完
了
に
伴
い
借
入
額
が
減
少

し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
全

体
と
し
て
償
還
額
が
借
入
額

を
上
回
っ
た
た
め
、
市
債
残

高
が
減
少
し
ま
し
た
。

「さもにゃんと学
ぶ財政の基本ま
るわかりB

ブ ッ ク

OOK」
を、ぜひご覧くだ
さい。
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総務費
市の管理事務など　
118億4,473万円

10.3%10.3%

11.4%11.4%

11.7%11.7%

5.4%5.4%

6.3%6.3%

37.3%37.3%1,147億
4,441万円
1,147億
4,441万円

土木費
道路や河川の整備など
130億5,513万円

教育費
学校整備や社会教育など
135億7,591万円

衛生費
保健医療や生活環境など 
134億2,968万円

商工費
産業振興など
66億7,072万円

公債費
市債の償還など
71億6,517万円

消防費ほか
消防・防災対策など
61億9,613万円

民生費
子育て支援や障害
者福祉、高齢者支
援など
428億  694万円

11.8%11.8%

5.8%5.8%

歳
出
は
民
生
費
が
最
多

歳
出
は
、
目
的
別
に
見
る
と
、

子
育
て
支
援
や
福
祉
関
係
の
費
用

で
あ
る
民
生
費
が
37
・
３
％
を
占

め
、
最
も
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
児
童
手
当
や
物
価
高

対
応
子
育
て
応
援
手
当
な
ど
の
扶

助
費
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ

り
ま
す
。

次
い
で
、
教
育
費
が
11
・
８
％

と
な
り
、
小
・
中
学
校
に
お
い
て

Ｇギ

ガ

Ｉ
Ｇ
Ａ
タ
ブ
レ
ッ
ト
の
更
新
を

実
施
し
た
こ
と
に
よ
り
ま
す
。

企
業
会
計
決
算

企
業
会
計
と
は

　
法
令
に
基
づ
き
、
独
立
採
算
を

原
則
に
、
企
業
的
経
営
で
運
営
さ

れ
る
会
計
で
す
。

富
士
市
の
財
政
状
況

90.3％90.3％→90.290.2％％59.8％59.8％→51.251.2％％
改善

歳
出
年
度
内
に
使
っ
た
お
金

※�令和８年4月1日時点の人口（24万3,750 人）を
基に計算しています。

（前年度比）
歳出を年間の市民１人当たり
の金額に換算してみると…

衛生費
５万5,096円
（＋ 9,002 円）

教育費
５万5,696円
（−1万4,003円）

民生費
17万5,618円
（＋ 1万  513 円）

785 億円785 億円→772772億円億円
横ばい

　  水道事業

事業収益合計
44億 8,826 万円
事業費用合計
37億 6,069 万円
純利益
７億 2,757 万円

　  公共下水道事業

事業収益合計
63億 8,755 万円
事業費用合計
53億 9,463 万円
純利益
９億 9,292 万円

　   病院事業

事業収益合計
179億 4,073 万円
事業費用合計
181億 6,926 万円
純損失
２億 2,853 万円

改善


